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諮問番号：令和５年度諮問第１１号 

答申番号：令和６年度答申第２号 

 

 

答 申 書 

 

 

第１ 審査会の結論 

 山梨県富士・東部保健福祉事務所長（以下「処分庁」という。）が令和５年

３月３日付けで審査請求人に対して行った生活保護法（昭和２５年法律第１

４４号。以下「法」という。）に基づく生活保護廃止処分に係る審査請求につ

いては棄却されるべきであるとする審査庁の判断は、妥当である。 

 

第２ 事案の概要 

 １ 事案の骨子 

 法に基づく生活保護について、審査請求人は令和３年４月１日から処分

庁の所管区域外である〇〇市の〇〇〇〇〇〇に入院し、同年１０月１８日

に同病院を退院後、処分庁の所管区域外である●●市の宿泊施設に滞在し

ていた。 

 そのため、処分庁は、審査請求人の居住地又は現在地が処分庁所管内に有

していると認められないことを理由として、審査請求人に対し令和５年３

月３日付けで生活保護廃止処分（以下「本件処分」という。）を行ったとこ

ろ、審査請求人が令和５年６月２日付けで本件処分について取消しを求め、

本件審査請求を行ったものである。 

 

 ２ 関連法令等の定め 

(1)  都道府県知事、市長及び社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に規

定する福祉に関する事務所を管理する町村長は、その管理に属する福祉

事務所の所管区域内に居住地を有する要保護者又は居住地がないか、又

は明らかでない要保護者であって、その管理に属する福祉事務所の所管

区域内に現在地を有するものに対して、この法律の定めるところにより、

保護を決定し、かつ、実施しなければならない（法第１９条第１項）。 
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(2)  保護の実施機関は、被保護者が保護を必要としなくなったときは、速

やかに、保護の停止又は廃止を決定し、書面をもって、これを被保護者

に通知しなければならない（法第２６条）。 

 

(3)  被保護者は、収入、支出その他生計の状況について変動があったとき、

又は居住地若しくは世帯の構成に異動があったときは、すみやかに、保

護の実施機関又は福祉事務所長にその旨を届け出なければならない（法

第６１条）。 

 

(4)  被保護者は、保護の実施機関が、第２７条の規定により、被保護者に

対し、必要な指導又は指示をしたときは、これに従わなければならない

（法第６２条第１項）。 

 保護の実施機関は、被保護者が前２項の規定による義務に違反したと

きは、保護の変更、停止又は廃止をすることができる（同条第３項）。 

 

(5) 行政庁は、不利益処分をする場合には、その名あて人に対し、同時に、

当該不利益処分の理由を示さなければならない。ただし、当該理由を示

さないで処分をすべき差し迫った必要がある場合は、この限りでない

（行政手続法第１４条第１項）。 

 

(6) 法による保護の実施に係る事務は、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２条第９項第１号に規定する第１号法定受託事務であり（法第

８４条の５、別表第３）、地方自治法第２４５条の９第１項及び第３項に

基づく処理基準（以下「処理基準」という。）として、「生活保護法によ

る保護の実施要領について」（昭和３６年４月１日厚生省発社第１２３

号厚生事務次官通知。以下「次官通知」という。）が定められている。 

 

(7) 保護の実施責任は、要保護者の居住地又は現在地により定められるが、

この場合、居住地とは、要保護者の居住事実がある場所をいうものであ

ること。なお、現にその場所に居住していなくても、他の場所に居住し

ていることが一時的な便宜のためであって、一定期限の到来とともにそ

の場所に復帰して起居を継続していくことが期待される場合等には、世

帯の認定をも勘案のうえ、その場所を居住地として認定することとされ
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ている（次官通知第２） 

 

(8) 「生活保護問答集について」（平成２１年３月３１日付け厚生労働省社

会・援護局保護課長事務連絡。以下「問答集」という。）第２（１）では

居住地保護の実施責任は、要保護者の居住地によって定められるが、生

活保護でいう居住地とは、生活保護が最低生活の保障を目的としている

こと及び保護の実施上世帯単位の原則によっていることから、その者の

属する世帯の生計の本拠となっている場所をいい、空間的には、居住事

実の継続性・期待性がある住居のある場所をいうとされている。 

また、一定の宿泊所に引き続き滞在している者であっても、滞在日数

により一律に居住地の有無を決めることは適当ではなく、事例ごとに判

断するほかない。一般に、相当期間引き続き居住した事実があり、かつ

将来における居住の期待性が認められる場合は居住地として取り扱う

べきであるとされている（問答集問２－１９答）。 

 

３ 前提事実 

(1)  審査請求人は、平成２７年１１月１０日付けで、「就労困難な特異な持

病（障害）が続き、経済力（資力）がほぼなくなってしまった為」との

理由により、処分庁に対し生活保護の申請を行い、処分庁は、同日付け

で審査請求人に対する法に基づく生活保護を開始した。 

 

(2)  審査請求人は令和３年４月１日から〇〇〇〇〇〇（以下「病院」とい

う。）に〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇入院を開始した。 

 

(3)  審査請求人は、処分庁との協議の上、入院中である令和３年８月に入

院前に居住していたアパートから退去した。 

 

(4)  審査請求人は、令和３年１０月１８日に病院を退院した。 

 

(5)  処分庁は、審査請求人に退院時の居所がなかったことから救護施設の

入所を提案したところ、審査請求人が住居での生活を希望したため、処

分庁は、審査請求人に対し住居の決定があった場合は報告することを求

めた。 
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(6)  審査請求人は、令和３年１０月２６日、処分庁に対し退院日から●●

市内の宿泊施設に滞在しているとの報告を行った。 

 

(7)  処分庁は、法第２７条第１項に基づき、審査請求人に対し、保護の実

施に必要な立入調査及び所在地について報告の求めに誠実に応じると

ともに、期限内に応答することを旨とする指導指示を審査請求人の滞在

先宿泊施設を訪問するなどした上で、繰り返し行った。 

 

(8)  処分庁は、令和４年１０月２６日、審査請求人が「法第６２条第１項

の指示等に従う義務に違反した」ことを理由として、同条第３項の規定

に基づき、保護の停止決定通知書を電子メールで送付するとともに審査

請求人の滞在先宿泊施設へ郵送した。 

 

(9)  処分庁は、令和５年１月６日、審査請求人が「保護の実施に必要な立

入調査ならびに保護の求め」に応じ、指導指示事項に応答したことから、

令和４年１２月２２日から保護の停止の解除を決定した。 

 

(10) 処分庁は、令和５年１月１１日、法第２７条第１項に基づき、審査請

求人に対し、「施設入所や定住地域など今後の生活基盤についての意向

や計画について処分庁に報告すること」を旨とする指導指示書を電子メ

ールで送付するとともに審査請求人の滞在先宿泊施設へ郵送したとこ

ろ、審査請求人から「家探しの状況は難航中である。」旨の返信があった。 

 

(11) 処分庁は、令和５年３月２日、審査請求人の滞在先宿泊施設を訪問し、

「審査請求人の居住地が処分庁管内にあると認めることが難しい状況

にあることから、生活保護法第１９条の規定により処分庁において保護

を実施することが適当であるか検討を行っている」旨を伝えた。 

 

(12) 処分庁は、令和５年３月３日、法に基づき保護の廃止を決定し、保護

廃止決定通知書を電子メールで送付するとともに審査請求人の滞在先

宿泊施設へ郵送した。 

 

(13) 審査請求人は、山梨県知事（以下「審査庁」という。）に対し、令和
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５年６月２日付けで本件処分の取消しを求める旨の本件審査請求を行

った。なお、審査請求書において、●●市内の宿泊施設が居所として記

載されている。 

 

(14) 審査庁は、山梨県行政不服審査会（以下「審査会」という。）に対し、

令和５年１２月２８日付けで本件審査請求に係る諮問書を提出した。 

 

４ 争点 

  審査請求人が処分庁の所管区域内に居住地又は現在地を有すると認めら

れないことを理由とする生活保護廃止処分について、違法又は不当な点はあ

るか。 

 

第３ 審査関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人の主張 

(1)  極めて唐突な保護廃止の申し渡しであり、「切れ目のない」保護を必

要としている者にとって死活問題になることは必至であって、このこと

は、弱者の支援を担う福祉分野の行政には必須の教養であり想像力であ

ると考える。 

 

(2)  ２０２１年（令和３年）春に、審査請求人の居住アパートから収納物

を審査請求人の委任がないまま担当の現業員（県職員）が引越し的に持

ち出したが、ほとんど返還されない。 

 

(3)  ２０２１年（令和３年）春の入院時以降の生活保護費支給が、誤りの

なき計算で漏れなく支給（振込）されているか監査書を受領していない。 

 

 ２ 処分庁の主張  

(1)  審査請求人は、令和３年４月１日から病院に入院し、同年８月に審査

請求人の居住していたアパートの家財等の処分が完了し、同月をもって

家賃の支払いが終了していることから、審査請求人の居住地は少なくと

も同年８月をもって処分庁所管内から消滅したものである。 

 また、審査請求人は、同年１０月に退院した後は●●市内の宿泊施設

を拠点にしていることから、処分庁管内に居住地及び現在地はなく、処

分庁は法第１９条第１項に規定する保護の実施機関に該当しない。 
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(2)  処分庁による家財の持ち出し及び処分については、審査請求人から

「〇〇〇〇〇〇のキャッシュカードと免許証以外はすべて処分してい

い」旨の同意を得て行ったものであり、何ら違法性はない。 

 

(3)  審査請求人が入院した以降の保護費支給額及び振込先を提示するが、

生活保護費の支給状況について、本件処分に影響を及ぼすものではない。 

 

 

第４ 審理員意見の要旨 

 １ 結論 

   本件審査請求には理由がないことから、行政不服審査法第４５条第２項

の規定により棄却されるべきである。 

 

 ２ 理由 

(1)  令和３年１０月１８日に病院を退院後、令和５年３月３日まで●●市

内の宿泊施設に滞在していることから、相当期間引き続き居住したと見

なされ、処分庁は法第１９条第１項に規定する「保護の実施機関」に処

分庁は該当しないものと考えられる。 

 

(2)  また、審査請求人は、処分庁からの面談の実施や必要な申告、指導指

示に対して応じなかった。この状況は、生活保護の公正性の観点からも

改めるべき状況であり、処分庁が審査請求人に対して実施した指導指示

に違法性はない。 

 

第５ 審査庁の判断 

  審理員意見と同旨。 

 

第６ 調査審議の経過 

  令和５年１２月２８日 審査庁から諮問書の提出 

  令和６年 ２月 ９日 第１回審議 

    同年 ６月１０日 第２回審議 

    同年 ８月１３日 第３回審議 
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第７ 審査会の判断 

 １ 審理手続について 

   本件審査請求に係る審理手続は、適正に行われたものと認められる。 

 

 ２ 本件処分に係る争点について 

(1)  保護の実施機関は、その管理に属する福祉事務所の所管区域内に居住

地又は現在地を有する要保護者に対して保護を実施するものであり（法

第１９条第１項）、被保護者が保護を必要としなくなったときは、速やか

に、保護の停止又は廃止を決定し、書面をもって、これを被保護者に通

知しなければならない（法第２６条）。 

 また、保護の実施責任は、要保護者の居住地又は現在地により定めら

れるが、この場合、居住地とは、要保護者の居住事実がある場所をいう

ものであり（次官通知第２）、生活保護でいう居住地は、空間的には、居

住事実の継続性・期待性がある住居のある場所をいい（問答集第２（１））、

一定の宿泊所に引き続き滞在している者であっても、一般に、相当期間

引き続き居住した事実があり、かつ将来における居住の期待性が認めら

れる場合は居住地として取り扱うべきであるとされている（問答集問２

－１９答）。 

 

(2)  本件についてみると、上記第２の３（２）から（６）までに記載のと

おり①審査請求人は、令和３年４月１日に病院に〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇入院を開始したこと、②

審査請求人は、同年８月に居住していたアパートを退去したこと、③審

査請求人は、同年１０月１８日に病院を退院したこと、④審査請求人は、

退院日から継続的に●●市内の宿泊施設に滞在していたことが認めら

れる。 

 また、上記第２の３（１３）記載のとおり令和５年６月２日付け本件

審査請求書において、審査請求人の●●市内の宿泊施設が居所として記

載されていることが認められる。 

 

(3)  これらの事実を踏まえると、審査請求人は山梨県行政機関等の設置に

関する条例（昭和６０年山梨県条例第２号）第４条第４項に規定する処

分庁の所管区域である「南都留郡及び北都留郡」に居住地はなく、また、

所管区域外である●●市の簡易宿泊所に令和３年１０月１８日から少
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なくとも審査請求日である令和５年６月２日までの間引き続き居住し

たことが認められる。 

 

(4)  以上のことから、処分庁は、審査請求人が処分庁の所管区域外に転出

したことを認めたものであって、処理基準及び問答集に照らして、保護

を廃止する旨決定したものであり、処分庁の判断に、不合理な点は認め

られない。 

 

(5)  なお、審査請求人は、令和３年春に審査請求人の居住アパートから収

納物を審査請求人の委任がないまま持ち出され、ほとんど返還されない

旨及び入院時以降の生活保護費について漏れなく支給（振込）されてい

るか監査書を受領していない旨主張しているが、本件処分の違法又は不

当の判断に影響を及ぼすものではない。 

 

(6)  よって、処分庁の行った法に基づく審査請求人に対する生活保護廃止

処分について、違法又は不当な点はない。 

 

３ 結論 

以上検討したところによれば、本件処分を行うに際しての審査過程に看

過し難い過誤欠落は認められず、本件処分に違法又は不当とすべき事実も

認められない。 

したがって、本件審査請求には理由がないと認められるため、「第１ 審

査会の結論」のとおり答申する。 

 

 

   山梨県行政不服審査会 

 

   委員 關本 喜文 

 

委員 實川 和子 

 

   委員 吉澤 宏治 


